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東京都デジタル産業連関表の推計 
 

井手 健太 
 

1. はじめに  

近年進行している経済のデジタル化を受け、SNA において経済のデジタル化を的確に反
映するための議論が活発化している。 

2018 年には OECD から「デジタルエコノミーに係るサテライト勘定の枠組み」の第 1
歩として、「デジタル供給・使用表(SUT)」の枠組みが提案され、内閣府(2020)及び内閣府
(2022)では、この OECD の枠組をわが国の各種統計調査の現状をふまえて一部修正し、わ
が国における「デジタル産業・非デジタル産業」、「デジタル生産物・非デジタル生産物」
が定義された。そして、2015 年「経済センサス-活動調査」等のデータを利用し、わが国
における 2015 年の「デジタル SUT(供給・使用表)」が試算された。だが、産業連関分析
を行うためには生産物×生産物表、所謂 X 表でないと計算ができないが、内閣府(2020)及
び内閣府(2022)ではデジタル X 表の推計はなされていない。そこで、『統計研究参考資料
No.124』では、内閣府が『（参考）推計結果データ』として公表している「デジタル
SUT(供給・使用表)」に基づいて、Rueda-Cantuche et al. (2009)の手法を参考に、「デジタ
ル X 表」を推計した。 

本稿では、まず内閣府が公表している「デジタル SUT(供給・使用表)」に基づき、東京
都を対象とした「東京都デジタル SUT(供給・使用表)」を推計し、次に『統計研究参考資
料 No.124』で述べた手法を用いて「東京都デジタル X 表」を推計した。 

2. 内閣府によるデジタルエコノミーの定義 

東京都デジタル X 表の推計には、内閣府のデジタルエコノミーの定義を用いた。本節で
は、内閣府(2020)及び内閣府(2022)における「デジタル産業・非デジタル産業」、「デジタ
ル生産物・非デジタル生産物」の定義についてそれぞれ説明する。本節の内容は、『統計
研究参考資料 No.124』の 2 節と同内容である。 

まず、産業については、以下に挙げる 5 つのデジタル産業と非デジタル産業から構成さ
れている。 
 
＜デジタル産業＞ 
 ①デジタル基盤産業 
  いわゆる「ICT 産業」に該当し、これに対応する産業は、電子部品・デバイス製造業、
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通信機械・同関連機器製造業、電子計算機・同付属装置製造業、電信・電話業、情報サ
ービス業の 5 つである。各産業の詳細については表 1 にまとめた。OECD の定義では、
電信・電話業は通信とインターネット附随サービスに分割され、インターネット附随サ
ービスについては、「デジタル仲介プラットフォーム業（課金型）」に格付けされている。 

 
②デジタル仲介プラットフォーム業（課金型） 

  インターネットを介して、2 以上の異なるユーザー（企業または個人）間のやり取り
を促進する、課金型のデジタルサービスを提供する企業が該当する。内閣府(2020)では、
インターネット附随サービス業を米国商務省経済分析局の分類に準じて分割することが
検討されていたが、基礎資料として利用可能な公的統計である「平成 28 年経済センサス
-活動調査」や「平成 27 年・平成 28 年情報通信業基本調査」では、産業よりも生産物を
詳細に区分していることから、本産業の細分化は断念し、生産物を細分化している。 

 
表 1 デジタル基盤産業に該当する各産業の詳細 

 
(出典) 内閣府(2020)より筆者作成 
 
③仲介プラットフォーム及び自社サイトからの注文に依存する企業 

  商品やサービスの需要の大部分（売上の 50％以上）が、仲介プラットフォームを経由
している企業が該当する。OECD の提案では、「仲介プラットフォームに依存する企業」
であったが、我が国では基礎資料の制約により、仲介プラットフォームを経由した注文
と自社サイトを経由した注文を区別することが困難であるため、内閣府(2020)及び内閣
府(2022)では「仲介プラットフォーム及び自社サイトからの注文に依存する企業」とし
ている。「依存する企業」の割合が比較的高い業種としては、「旅館・その他の宿泊所」
「航空運輸業」などが挙げられる。 
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    ④E-テイラー 
  注文の大部分(50%以上)をデジタルで受け、商品またはサービスの購入と再販売に従

事する小売業者が該当する。OECD の定義では卸売業も含んでいるが、内閣府(2020)及
び内閣府(2022)では、基礎資料の制約により卸売業は含めず、小売業のみで構成されて
いる。 

 
⑤デジタル専業金融・保険業 

専らデジタルで営業し、顧客と対面での接客・対応をしない金融・保険業が該当する。
具体的には、デジタル専業銀行、デジタル専業証券、デジタル専業生命保険などが本定
義に該当する。また、内閣府(2022)では、本部門にオンライン決済サービスが追加計上
されている。 

 
＜非デジタル産業＞ 
 上記の 5 つのデジタル産業に該当しない産業を、非デジタル産業として定めている。 
 
 次に、生産物については、以下に挙げる 4 つのデジタル生産物と 2 つの非デジタル生産
物から構成されている。 
 
<デジタル生産物＞ 
   ①ICT 財 

わが国の生産物分類において OECD のガイドラインに概ね該当する生産物は、電子管、
半導体素子、集積回路、液晶パネル、磁気テープ・磁気ディスク、電子回路、その他の
電子部品、ビデオ機器・デジタルカメラ、電気音響機器、ラジオ・テレビ受信機、有線
電気通信機器、携帯電話機、無線電気通信機器（防衛装備品を除く。）、無線電気通信機
器（防衛装備品）、その他の電気通信機器、パーソナルコンピュータ、電子計算機本体
（パソコンを除く。）、外部記憶装置及び表示装置、入出力装置及びその他の付属装置、
情報記録物、がん具である。ただし、情報記録物については、OECD の定義では ICT 財
に含まれないが、内閣府(2020)及び内閣府(2022)では、わが国における情報通信白書等
での扱いに準じて ICT 財として扱われている。また、がん具については、電子がん具の
みが OECD の定義に合致するが、内閣府(2020)及び内閣府(2022)では、その内訳が把握
できないことから、電子がん具以外のものも含まれている。 
 
②ICT サービス（クラウド、仲介サービスを除く） 

わが国の生産物分類において OECD のガイドラインに概ね該当する生産物は、固定電
気通信、移動電気通信、その他の電気通信、その他の通信サービス、ソフトウェア業、
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情報処理・提供サービス、電子計算機・同関連機器賃貸業、事務用機械器具賃貸業、ス
ポーツ・娯楽用品・その他の物品賃貸業、機械修理である。 

 
③クラウドコンピューティング（有償） 

  OECD のガイドラインによると、一連のコンピューティングリソースに対して簡単に、
柔軟で弾力性のあるオンデマンドの方法でアクセスできるサービスとあり、具体的には、
アプリケーションプログラムが持つ機能を提供するサービスやアプリケーションプログ
ラムを開発・実行するためのツールや環境（プラットフォーム）を提供するサービス、 
コンピューターやストレージ、ネットワークなどのハードウェアが提供する機能を提供
するサービスが含まれる。ただし、ウェブコンテンツ配信は除かれている。 

 
④デジタル仲介サービス（有償） 

OECD のガイドラインでは、2 つの独立した事業者に対し、取引を成功するためのデ
ジタルプラットフォームを介して情報を提供し、これに明示的な料金を課すサービスが
該当するとあり、内閣府(2020)及び内閣府(2022)では、インターネット附随サービスを、
電子商取引、リソースシェア、電子金融、SNS、オークション・マッチング、競争クラ
ウドソージング、検索、ウェブコンテンツ配信、インターネット広告スペース提供サー
ビス、上記以外のインターネット付随サービスの 10 分類に分割している。 

 
＜非デジタル生産物＞ 

① 非デジタル生産物（デジタル化で大きな影響を受ける財貨・サービス） 
   内閣府(2020)及び内閣府(2022)では、鉄道旅客輸送、鉄道貨物輸送、バス、ハイヤ

ー・タクシー、道路貨物輸送（自家輸送を除く。）、宿泊業、一般飲食店（喫茶店を除
く。）、喫茶店、遊興飲食店、持ち帰り・配達飲食サービス、出版、映像・音声・文字情
報制作業、新聞、ＦＩＳＩＭ、金融手数料、生命保険、非生命保険、定型保証、広告、
旅行・その他の運輸附帯サービス、（政府）教育、（非営利）教育、その他の教育訓練機
関（産業）、競輪・競馬等の競走場・競技団をこの部門に含んでいる。 

 
② 非デジタル生産物（その他） 

    上記 4 つのデジタル生産物と、「非デジタル生産物（デジタル化で大きな影響を受ける
財貨・サービス）」に含まれない財・サービスが該当する。 

 
 上記の定義に基づいて推計されたデジタル SUT(供給・使用表)は、表 2 及び表 3 である。 
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3. 東京都デジタル SUT(供給・使用表)の推計  
本節では、「東京都デジタル SUT(供給・使用表)」の推計手順について述べる。 
「東京都デジタル SUT(供給・使用表)」における産業及び生産物の定義は、前節で述べ

た内閣府の定義にそろえ、「国内最終使用計」と「都内最終使用計」などのように、表の
対象地域の変更に伴って名称の変更が必要な部門については適宜変更した。 

「東京都デジタル U 表(使用表)」(以下「東京都デジタル U 表」とする)の「付加価値合
計」、「都内最終使用計」、「輸出（FOB 価格）」、「移出」及び「東京都デジタル S 表(供給
表)」(以下「東京都デジタル S 表」とする)の「輸入」、「移入」の各合計金額は、「2015 年
(平成 27 年)東京都産業連関表」(以下「東京都産業連関表」とする)の値を採用した。また、
「輸入品に課される税・関税」と「（控除）総資本形成に係る消費税」については、SNA
と産業連関表で定義が異なっている。今回は「東京都産業連関表」の金額を採用している
ため産業連関表の定義に合わせ、上記 2 部門の行及び列には、値を計上しないこととした
1)。 

「非居住者家計の都内での直接購入」は、「東京都産業連関表」より「輸出」に対する
「輸出（直接購入）」の比率及び「移出」に対する「他地域⺠⽀出」の比率をそれぞれ求
め、「東京都デジタル U 表」の「輸出（FOB 価格）」と「移出」の合計額にそれぞれ乗じた
値を計上し、同額を「都内最終使用計」から減額した。「居住者家計の都外での直接購入」
については、「東京都産業連関表」より「輸入」に対する「輸入（直接購入）」の比率及び
「移入」に対する「都⺠⽀出」の比率をそれぞれ求め、「東京都デジタル S 表」の「輸入」
と「移入」の合計額にそれぞれ乗じた値を計上し、同額を「東京都デジタル U 表」の「都
内最終使用計」に加算した。 

 
次に、東京都の各デジタル産業における産出額を推計する。推計には、「平成 28 年経済

センサス‐活動調査産業横断的集計」の従業者数を用い、東京都の対全国比を案分指標と
して全国デジタル SUT の産出額を案分した。この時、内閣府におけるデジタル産業の定義
と経済センサスにおける産業の定義が異なっているため、可能な限り内閣府の定義に合わ
せて経済センサスの従業者数を集計し直した。ただし、注文の大部分をデジタルで受ける
小売業者である「E-テイラー」については、注文方法についての統計資料の制約により従
業者数の特定が難しいため、平成 27 年(2015 年)の「東京都産業連関表」と「全国産業連
関表」の放送・映像・音声・文字情報サービスを除いた情報通信業と小売業の生産額の比
率を案分指標として、全国デジタル供給・使用表の「E-テイラー」の産出額を案分した。
また、「デジタル専業金融・保険業」については、内閣府 (2020)及び内閣府(2022)におい
て、産出額を計上した事業所の一覧が公開されている。その選定基準は、⽀店を持たない
ネット銀行や店舗を持たない証券業及び保険業、EC 決済協議会の正会員であるオンライ
ン決済サービスを行うデジタル金融業であり、それらの本社は全て東京都に所在している
ことが確認できた。よって、内閣府のデジタル SUT で表章されている産出額は、全て東京
都で産出されるものとみなした。「非デジタル産業」の産出額については、「東京都産業連
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関表」における生産額とこれまで推計してきたデジタル産業産出額との残差とした。 
 
次に、「デジタル U 表」の付加価値部門の推計を行った。産業別の「付加価値合計」は、

内閣府の「デジタル U 表」における「付加価値合計」と「産出額」の比率に、「東京都デ
ジタル U 表」における各産業の産出額を乗じた値を一次推計値とし、全産業の合計額が東
京都産業連関表の「粗付加価値部門計」の金額になるように補正した値を採用した。各付
加価値部門の合計額は、平成 26 年度と平成 27 年度における「都⺠経済計算年報」付表 5-
3「経済活動別の都内総生産・要素所得」の金額を暦年に補正した値を一次推計値とし、
全産業の合計額が東京都産業連関表の「粗付加価値部門計」の金額になるように補正した
値を採用した。そして、付加価値部門の構成は RAS 法で決定した。ただし、「デジタル仲
介プラットフォーム（課金型）」の「営業余剰・混合所得（純）」については、「デジタル
仲介プラットフォーム（課金型）」産出額の対全国比とした。付加価値部門及び産出額の
推計結果は以下のようになった(表 4)。 
 

表 4 東京都デジタル U 表 付加価値部門及び産出額の推計結果 
(単位)  10 億円 

 
(出典) 筆者作成 
 

中間使用部門については、ここまで推計した産業別の「産出額」と「付加価値合計」の
差分を、内閣府の「デジタル U 表」における各産業の構成比に乗じることで推計した(表
5)。 
 

ここまでの値を生産物別に集計すると、「中間使用計」の金額が求まる。そして、「東京
都産業連関表」から推計したデジタル生産物と非デジタル生産物のそれぞれの金額を、内
閣府の「デジタル U 表」の「国内最終使用計」の構成比で案分して計上した。この時、内
閣府のデジタル産業の定義と「東京都産業連関表」の産業の定義が異なっているため、可
能な限り内閣府の定義に近くなるように「東京都産業連関表」の「都内最終需要計」の金
額を集計し直し、デジタル部門と非デジタル部門の金額をそれぞれ推計した。ただし、こ
のままではデジタル生産物として捕捉できない金額がある。例えば、「デジタル専業金 
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表 5 東京都デジタル U 表 中間使用の推計結果 
(単位)  10 億円 

 
(出典) 筆者作成 
 
融・保険業」の金額は、「東京都産業連関表」では「金融」及び「保険」として非デジ 
ルの活動として表章されているため、デジタル部門の金額として捕捉できない。そこで、
全国においても、可能な限り内閣府の定義に近くなるように「全国産業連関表」の「国内
最終需要計」の金額を集計し直し、デジタル部門と非デジタル部門の金額をそれぞれ推計
した。そこから計算されるデジタル生産物が国内最終需要に占める比率と、内閣府の「デ
ジタル U 表」におけるデジタル生産物が「国内最終使用計」に占める比率から乖離率を計
算し、「東京都産業連関表」から推計したデジタル生産物の金額に乗じて膨らませる対応
を行った。なお、膨らませた金額は「非デジタル生産物」部門の金額から減算した。また、
デジタル生産物と非デジタル生産物のそれぞれの合計の比率が、「東京都産業連関表」に
基づくその比率と一致するように調整した。 

「中間使用計」と「都内最終使用計」を合計すると都内需要が推計できる。また、内閣
府の「デジタル U 表」においても、同様に「中間使用計」と「国内最終使用計」の合計か
ら国内需要が把握できるため、国内需要と都内需要との差分から他地域内需要を推計でき
る。「東京都デジタル U 表」の「移出」は、「東京都地域間産業連関表」から移入係数 2)を
生産物別に算出し、他地域内需要に乗じた値を採用した。「輸出（FOB 価格）」については
相手方が海外なので、「移出」と同様の推計方法を適応するのが難しい。そこで、先に都
内需要、「移出」、「輸入」、「移入」を求めてから、連立方程式を解いて求めることとした。  

「東京都デジタル S 表」で表章される「輸入」と「移入」については、「東京都デジタル
U 表」の都内需要に「東京都産業連関表」から算出した生産物別の輸入係数 3)と移入係数
4)をそれぞれ乗じて推計した。都内需要、「移出」、「輸入」、「移入」が推計できたら、連立
方程式を解いて「東京都デジタル U 表」の「輸出（FOB 価格）」の生産物別の金額を求め
た。なお、「東京都デジタル U 表」の「輸出（FOB 価格）」、「移出」及び「東京都デジタル
S 表」の「輸入」、「移入」の各合計額は、「居住者家計の都外での直接購入」と「非居住者
家計の都内での直接購入」を含んだ上で「東京都産業連関表」の金額に一致するようにそ

98



 
14 

れぞれ補正を行った。 
ここまで推計してきた都内需要、「輸出（FOB 価格）」、「移出」を足し上げることで「総

使用」が確定する。最終需要部門の推計結果は以下のようになった(表 6)。 
 

表 6 東京都デジタル U 表 最終需要部門の推計結果 
(単位)  10 億円 

 
(出典) 筆者作成 

 
次に、「東京都デジタル S 表」を推計する。「東京都デジタル U 表」における「総使用」

と「東京都デジタル S 表」における「総供給」は一致するため、「総供給」の金額は既に確
定している。「総供給」から、既に推計した「輸入」と「移入」の金額を引くと、生産物
別の「都内生産額」が求められる(表 7)。 
 

表 7  東京都デジタル S 表 最終需要部門の推計結果 
(単位)  10 億円 

 
(出典) 筆者作成 
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そして、「都内生産額」の合計額と最初に推計した「産出額」の合計は一致するので、
RAS 法を用いて産出構成を推計した 5)(表 8)。 
 

表 8  東京都デジタル S 表 産出構成の推計結果 
(単位)  10 億円 

 
(出典) 筆者作成 
 
4. 東京都デジタル SUT(供給・使用表)の概観 

完成した「東京都デジタル U 表」は表 9 のようになる。使用表からは、需要の内訳や投
入係数を把握することができる。表 9 より、デジタル生産物の総使用は約 27.0 兆円と推計
され、全国のデジタル生産物総使用の約 32.5%を占めることがわかる。これは東京都の全
産業における総使用の約 11.4％を占めており、全国における同比率が約 7.5%であることか
ら、都内のデジタル生産物への需要の大きさがうかがえる。 

投入額を産出額で除した投入係数をまとめたのが表 10 である。どの産業も「非デジタル
生産物」の投入が比較的大きい 6)が、それ以外では「デジタル基盤産業・製造業」は ICT
財(投入係数 0.194)の投入が、「デジタル基盤産業・サービス業」はデジタルサービス
(0.123)の投入が比較的大きい。「デジタル仲介プラットフォーム」はデジタルサービス
(0.149)の投入が大きいが、「クラウドコンピューティングサービス」(0.017)の投入や「デ
ジタル仲介サービス」(0.083)の投入も、他の産業に比べて大きくなっている。他の 3 つの
デジタル産業は、いずれも「デジタル化で大きな影響を受ける生産物」の投入が大きく、
その投入係数は、「依存する企業」が 0.060、「E-テイラー」が 0.061、「デジタル専業金
融・保険業」が 0.155 となっている。 
粗付加価値率 7)をみると、「デジタル基盤産業・サービス業」(粗付加価値率 0.632)、「依

存する企業」(0.614)、「デジタル専業金融・保険業」(0.633)において相対的に高い一方、
「デジタル基盤産業・製造業」(0.464)、「デジタル仲介プラットフォーム(課金型)」
(0.362)、「E-テイラー」(0.445)では、「非デジタル産業」の粗付加価値率(0.563)より低い
ことがわかる。付加価値の内訳を産業別にみると、「固定資本減耗」については、「デジタ
ル基盤産業・製造業」(0.266)に対し、「デジタル仲介プラットフォーム(課金型)」(0.050)、
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「E-テイラー」(0.040)、「デジタル専業金融・保険業」(0.068)と係数が大きく異なってい
る。これは製造業では保有する設備の規模が大きく、上記 3 つのデジタル産業では設備の
規模が小さいことを反映していると考えられる。「雇用者報酬」については、「依存する企
業」(0.314)と「デジタル専業金融・保険業」(0.300)の係数が大きくなっている。また、
「営業余剰・混合所得(純)」については、「デジタル基盤産業・サービス業」(0.257)と
「デジタル専業金融・保険業」(0.255)の係数が大きくなっている。 
 

完成した「東京都デジタル S 表」は表 11 のようになる。供給表からは、供給の内訳や生
産物の産出構成を把握することができる。表 11 より、デジタル生産物の都内生産額は約
23.3 兆円であり、東京都全体の約 12.3%を占めていることがわかる。これは、デジタル生
産物の対全国比で約 33.2%を占める規模であり、東京都における産業全体の生産額対全国
比が約 18.9%であることから、デジタル生産物の供給が東京都に集中していることがうか
がえる。 
 産業ごとの産出額と生産物別産出構成(表 12)をみると、「デジタル基盤産業・製造業」
は、その産出額(約 0.9 兆円)のうち、「ICT 財」が約 85.8%と産出の大部分を占めている。
次いで「非デジタル生産物」が約 13.0%、「デジタルサービス」が約 1.3%を占める。「デジ
タル基盤産業・サービス業」は、その産出額(約 18.7 兆円)のうち、「デジタルサービス」
が約 97.2%と産出のほとんどを占めている。残りはほとんどが「非デジタル生産物」がで
あり、約 2.6%に留まってる。「デジタル仲介プラットフォーム」は、その産出額(約 2.5 兆
円)のうち、「デジタル仲介サービス(有償)」の産出が約 66.7%を占めており、「デジタル仲
介サービス(有償)」のほぼ全額がこの産業に投じられていることがわかる。次いで「クラ
ウドコンピューティングサービス(有償)」が約 13.5%、「非デジタル生産物」が約 12.2%、
「デジタルサービス」が約 7.1%を占める。「仲介プラットフォーム及び自社サイトからの
注文に依存する企業」は、その産出額約 4.1 兆円のうち、「非デジタル生産物」の産出が約
58.5%、「デジタル化で大きな影響を受ける生産物」が約 40.3%を占めている。「E-テイラ
ー」は、その産出額約 0.5 兆円のうち、「非デジタル生産物」の産出が約 98.0%とそのほと
んどを占めている。デジタル生産物以外の産出が大半を占める「仲介プラットフォーム及
び自社サイトからの注文に依存する企業」と「E テイラー」だが、「デジタルサービス」も
僅かながら産出していることが確認できる。「デジタル専業金融・保険業」は、その産出
額約 0.5 兆円のうち、全額が「デジタル化で大きな影響を受ける生産物」の産出であり、
内訳は金融業または保険業である。 
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5. 東京都デジタル X 表の推計 
『統計研究参考資料 No.124』で述べた手法を用いて、「東京都デジタル U 表」(表 9)と

「東京都デジタル S 表」(表 11)から、「東京都デジタル X 表」を推計した。 
その際、SNA の定義を X 表における定義と合うように調整する必要があるため、「居住

者家計の都外での直接購入」の金額については、「東京都デジタル S 表」の「輸入」及び
「移入」の生産物構成比に応じてそれぞれ計上し、同額を「東京都デジタル U 表」の「国
内最終使用計」に生産物ごとに計上した。「非居住者家計の都内での直接購入」について
は、「東京都デジタル U 表」の「都内最終使用計」の生産物構成比に応じて減算し、同額
を「東京都デジタル U 表」の「輸出」と「移出」に生産物ごとに計上する調整を行った。
また、前述の通り東京都デジタル SUT では、東京都産業連関表の値をベースに推計したた
め、「(控除)総資本形成に係る消費税」と「輸入品に課される税・関税」については計上し
ていない。このように移動消費を調整すると、表 13 及び表 14 になる。 

 
Rueda-Cantuche et al. (2009)では、供給・使用表から産業×産業の産業連関表を推計す

る手法と、生産物×生産物の産業連関表を推計する手法がそれぞれ述べられている。まず、
産業×産業の産業連関表を次式のように推計する。 

𝑨𝑨(𝑼𝑼𝑼 𝑼𝑼) = 𝑼𝑼(𝑽𝑽𝑽𝑽𝑽𝑽𝑽𝑽(𝑼𝑼�𝒆𝒆))��𝑼𝑼(𝑽𝑽𝑽𝑽𝑽𝑽𝑽𝑽(𝑼𝑼𝒆𝒆))�� 
A は表の中間投入係数行列 、 U は使用表の中間投入行列、𝑼𝑼�は供給表の行列、e は全ての
要素が１のベクトルである。このとき X 表の中間投入額行列（Z）を 

𝒁𝒁 = 𝑨𝑨(𝑼𝑼𝑼 𝑼𝑼)𝑽𝑽𝑽𝑽𝑽𝑽𝑽𝑽(𝑼𝑼𝒆𝒆) 
と導くことができる。次に Y を使用表の最終需要行列（生産物×最終需要項目）とすると、
X 表の最終需要部門の行列（F）を 

𝑭𝑭 = 𝑼𝑼(𝑽𝑽𝑽𝑽𝑽𝑽𝑽𝑽(𝑼𝑼𝑻𝑻𝒆𝒆))��𝒀𝒀 
と導くことができる。そして W を使用表の粗付加価値行列（粗付加価値項目×産業）とす
ると、X 表の付加価値部門の行列（VA）を 

𝑼𝑼𝑨𝑨 = 𝑽𝑽 
と導くことができる。 

ただし、「デジタル専業金融・保険業」については、東京都で全ての生産が行われるこ
とを仮定したため、他の産業と推計方法が異なる。「デジタル専業金融・保険業」の内生
部門については上記の推計モデルから取り除き、全国の「デジタル X 表」の値をそのまま
採用し、「デジタル専業金融・保険業」の最終需要部門については、「輸出計」と「輸入計」
は全国の「デジタル X 表」の金額を採用した。また、「移入計」については東京都以外の地
域での生産はないものと仮定しているため「０」とし、「都内最終需要計」と「移出計」
については、「デジタル専業金融・保険業」の「都内生産額」から「輸出計」、「輸入計」
及び「移入計」を差し引いた金額を、「平成 27 年国勢調査の人口等基本集計」における人
口の比率を案分指標として、東京都の割合を「都内最終需要計」に、その他 46 道府県の割
合を「移出計」にそれぞれ計上した。 
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次に、生産物×生産物の産業連関表を次式のように推計する。 
𝑨𝑨(𝑼𝑼𝑼 𝑼𝑼) = 𝑼𝑼(𝑼𝑼𝑼𝑼𝑼𝑼𝑼𝑼(𝑉𝑉𝑉𝑉))��𝑼𝑼(𝑼𝑼𝑼𝑼𝑼𝑼𝑼𝑼(𝑼𝑼𝑻𝑻𝑉𝑉))�� 

ただし、A は X 表の中間投入係数行列 、 U は使用表の中間投入行列、𝑼𝑼�は供給表の行列、 
e :全ての要素が１のベクトルである。このとき X 表の中間投入額行列（Z）を 

𝒁𝒁 = 𝑨𝑨(𝑼𝑼𝑼 𝑼𝑼)𝑼𝑼𝑼𝑼𝑼𝑼𝑼𝑼(𝑼𝑼𝑻𝑻𝑉𝑉) 
と導くことができる。次に Y を使用表の最終需要行列（生産物×最終需要項目）とすると、
X 表の最終需要部門の行列（F）を 

𝑭𝑭 = 𝑭𝑭 
と導くことができる。そして W を使用表の粗付加価値行列（粗付加価値項目×産業）とす
ると、X 表の付加価値部門の行列（VA）を 

𝑼𝑼𝑨𝑨 = 𝑽𝑽(𝑽𝑽𝑽𝑽𝑽𝑽𝑽𝑽(𝑼𝑼𝑉𝑉))��𝑼𝑼 
と導くことができる。 
 
 表 13 及び表 14 から推計した産業×産業の「東京都デジタル X 表」は表 15、生産物×生
産物の「東京都デジタル X 表」は表 16 のようになる。 

表 15 をみると、2015 年における東京都のデジタル産業の付加価値は約 16.2 兆円であり、
東京都における全産業の付加価値額の約 15.1%を占めていることが分かる。これは、デジ
タル産業付加価値額の対全国比で約 41.6%に及ぶ規模であり、全産業における東京都の付
加価値額の対全国比が約 20.3%であることをふまえると、デジタル産業の付加価値は東京
都への集中度が高いことがうかがえる。 

デジタル産業の都内生産額は約 27.2 兆円であり、全産業の都内生産額の約 14.4%を占め
ている。これは、デジタル産業の生産額の対全国比で約 36.7%に及ぶ規模であり、全産業
における都内生産額の対全国比が約 18.8%であることを踏まえると、デジタル産業の東京
都への集中度が高いことがうかがえる。 

表 16 をみると、2015 年における東京都のデジタル生産物の付加価値は約 13.9 兆円であ
り、東京都における全生産物の付加価値額の約 12.9%を占めている。これは、デジタル生
産物付加価値額の対全国比で約 37.6%に及ぶ規模であり、全生産物における東京都の付加
価値額の対全国比が約 20.3%であることをふまえると、デジタ生産物の付加価値は東京都
への集中度が高いことがうかがえる。 

デジタル生産物の都内生産額は約 23.3 兆円であり、全生産物の都内生産額の約 12.3%を
占めている。これは、デジタル生産物の生産額の対全国比で約 33.2%に及ぶ規模であり、
全生産物における都内生産額の対全国比が約 18.8%であることを踏まえると、デジタル生
産物の東京都への集中度が高いことがうかがえる。 
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[注] 
1)   「(控除)総資本形成に係る消費税」においては、SNA では「修正グロス方式」が採用されている。「修
正グロス方式」とは、内閣府(2018)によると、「一部の例外を除き全ての商品は消費税を含んで出荷され
るものとみなし、供給側、需要側ともに一度消費税を計上したグロスの値で流通経路に沿って推計する。
その上で、別途推計した投資の過大評価分（総固定資本形成及び在庫変動について、課税事業者には前段
階課税分の控除が認められる）を総固定資本形成及び在庫変動の合計額から控除し、一国の合計額として
はネット価格で記録する」方式である。「(控除)総資本形成に係る消費税」は、総固定資本形成の過大評
価分を控除するための部門であるが、産業連関表では「完全グロス」方式という消費税を計上したグロス
の値で推計する方式が採用されているため、東京都産業連関表において「(控除)総資本形成に係る消費税」
に相当する金額は、最終需要部門である「総固定資本形成」に計上されていると考えられる。また、「輸
入品に課される税・関税」については、総務省(2020)によると、「取引基本表では、関税及び輸入品商品
税を輸入部門に計上しており、各商品の輸入額にこれらを付加した額が各需要先部門に産出される。一方、
国⺠経済計算では、これらは『生産・輸入品に課される税』（間接税）として扱われており、付加価値部
門に計上されている。その際、間接税は、税を直接⽀払った経済活動別に計上することを原則としている
が、その配分が困難なため、『輸入品に課される税・関税』として、付加価値部門に一括計上されている」
とある。よって、東京都産業連関表において『輸入品に課される税』に相当する金額は、輸入部門に計上
されていると考えられる。 
2)  東京都産業連関表地域間表の「(控除)移入計」を「他地域内需要合計」で除した係数 
3)  東京都産業連関表の「(控除)輸入計」を「都内需要合計」で除した値 
4)  東京都産業連関表の「（控除）移入計」を「都内需要合計」で除した値  
5)  ただし、「デジタル仲介プラットフォーム（課金型）」が生産した「デジタル化で大きな影響を受ける
生産物」の金額については、「デジタル仲介プラットフォーム（課金型）」産出額の対全国比とした。 
6)  「デジタル専業金融・保険業」のみ、「非デジタル生産物」より「影響を受ける生産物」の投入が大き
い。これは、「影響を受ける生産物」にＦＩＳＩＭ、金融手数料、生命保険、非生命保険など関連の深い
サービス業が含まれているためと考えられる。 
7)   東京都デジタル U 表の「付加価値合計」を「産出額」で除した値 
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